
 
 

「令和６年能登半島地震」における 

緊急要望 

 
 

 全国自治体病院経営都市議会協議会は、「令和６年能登半

島地震」に関する要望について別記のとおり議決いたしまし

たので、特段のご配慮を賜りますよう強く要望いたします。 

 
 

 令和６年１月１７日 

 
 
 
 
 
 

全国自治体病院経営都市議会協議会 

会  長    山 田 典 幸 

（名寄市議会議長） 

 



 

「令和６年能登半島地震」における緊急要望 

 

令和６年１月１日に発生した「令和６年能登半島地震」は、

最大マグニチュード７．６という巨大地震で、石川県、新潟

県、富山県及び福井県などの多くの市町村に甚大な被害をも

たらし、現在も余震が頻発している。 

被災市町村では、津波や土砂崩れ、大規模火災による多数

の死傷者及び行方不明者を出し、道路、鉄道等の交通機関、

水道・電気・ガス・通信等のライフラインなどが甚大な被害

を受け、多くの住民が避難所等での困難な生活を余儀なくさ

れている。 

地域住民の命と健康を守り、地域社会維持の重要インフラ

としての役割も果たす各病院及び診療所については、その機

能が十分に発揮できない状況が続いているほか、地域住民の

病院への安全なアクセスも脅かされている。 

よって、国におかれては、幹線交通網やライフラインの早

期復旧を図り、地域医療への人的・物的支援を速やかに行き

届くようにするほか、孤立集落を解消するよう最大限の支援

を行うこと。 

また、医療機関の地震災害対策等への支援を充実強化する

とともに、救急医療機関へのアクセス効果向上のため、地域

に必要な救急搬送体制の整備を積極的に進めること。 

併せて、被災地域の住民生活の日常を取り戻すべく、被災

地に寄り添った万全の救済・支援措置を継続して行うよう強

く要望する。 

 
 




